
伊賀市第５次高齢者福祉計画・第７期介護保険事業計画(取り組みの現状と課題）     

基本目標 取り組み 頁 所属 番号 指標 単位
2018(平成30)年度

（目標値）
2018(平成30)年度

（実績）
実績/目標値

　％ 評価 これまでの取組み状況
2019(平成31)年度

（目標値）
課題と取り組み

１　住み慣れた地域で暮
らし続けるために
～地域共生社会の実現
に向けた地域包括ケアシ
ステムの深化・推進と生
活支援の充実

(１）地域共生社会の推進、
相談支援体制の充実

Ｐ32
地域包括支援
センター ➀ 総合相談支援延件数 件 6,350 7,418 117 AA

民生委員やケアマネ、医療機関、他課
からの相談が増加しており、関係機関
と当センターとの連携が進んできてい
る。

6,350

より困難な相談事例に対応するため、
専門職種のスキルアップが急務であ
る。また、課題解決のためには、普段
からの他機関との情報共有や連携が
必要であるため、連携会議等を活用
し、当センターの相談機関としての役割
の周知を図っていく。

（２）医療計画との整合性の確保、
医療と介護の連携体制の構築

Ｐ33
医療福祉政策
課 ②

地域包括ケアシステ
ム会議開催回数（検
討会等含む）

回 6 4 67 C

「保健・医療・福祉分野の連携検討
会」を年４回開催し、多職種間の連携
を深め、課題の抽出、整理を行い、在
宅医療・介護連携の取り組みを進めて
いる。平成２８年度からは、お薬手帳
を利用した在宅患者の薬の管理の仕
組みづくりについて取り組んでいる。
（平成30年度は調査研究チームを立
ち上げていない。）

6

「お薬手帳を利用した在宅患者の薬の
管理の仕組みづくり」の取り組みを通じ
て、多職種間や専門職と患者やその家
族との関りが高まってきており、今後も
「保健・医療・福祉分野の連携検討会」
で課題の抽出、整理を行い、具体的な
取り組みを進めていく。

（３）高齢者の権利を守る支援の
充実

Ｐ36
介護高齢福祉
課 ③ 市長申立による後見

人等就任件数
件 4 4 100 A

申立件数は、例年極端な増減はない
が、報酬助成件数は年々増加してい
る。市長申立は福祉関係者からの相
談によるものが大半であり、関係機関
と連携が図れているため、調査から申
立まで速やかに行えている。

4

早期発見、早期対応が支援に繋がる
ため、福祉関係機関や地域が連携す
ることで適切な対応がとれるよう、引き
続きネットワークを強化していく必要が
ある。また、伊賀地域成年後見サポー
トセンターを通じて、権利擁護の必要性
を発信し、相談件数を増やすことで必
要な支援に繋げていくよう努めていく。

Ｐ36
介護高齢福祉
課 ④ 日常生活自立支援事

業利用助成額
千円 1,925 1,824 95 B

市民税非課税者を対象に利用料
（1,000円）の1/2の助成を行っている。
平成30年度の利用助成者は138名。
判断能力の不十分な人が福祉サービ
スの利用に関する援助や日常的金銭
管理支援を受けることで、住み慣れた
地域で自立した生活を送ることに繋
がっている。

1,925

三重県が本事業を段階的に廃止する
ことになり、平成31年度から利用料補
助の回数に制限（2回→1回→廃止）を
設けている。当市においては平成31年
度から3回/月を上限に助成することと
している。この事業が判断能力の不十
分な人の生活を支える重要な役割の
一部を担っていることから、今後の利
用料補助金額を含め、今後の方針を
検討していく。

（４）地域ぐるみの高齢者支援の
推進

Ｐ37
介護高齢福祉
課 ⑤ 高齢者あんしん見守

りネットワーク会員数
人 652 252 39 D

平成30年度に、これまで登録している
事業所の在存確認をし、登録名簿の
整理を行った。会員に対しては、「認知
症に関する講演会＆座談会」を開催し
た。

655

地域資源であるネットワーク会員に対
して、「安心防災ネット登録」の推奨や、
行方不明者等が出た場合の情報共有
など、ネットワークの活用方法を検討
し、具体的な取組みに繋げていく。ま
た、社協が行う「見守り支援員養成」事
業と連携した事業展開ができるよう、話
し合いを進めていく。

Ｐ38
地域包括支援
センター ⑥ 地域ケア会議の開催

回数
回 40 37 93 B

対応の困難な事例を中心に、地域の
支援者を交えて地域ケア会議を開催
し、課題の解決を図った。会議の開催
を積み重ねることで多くの機関や人に
地域ケア会議の有効性や役割を理解
してもらえるようになってきている。

40

個別ケースの課題に対応することに終
始してしまい、地域課題の発見や政策
形成への展開に繋げる機能がまだま
だ弱いため、強化を図っていく。

（５）高齢者福祉サービスの充実 Ｐ39
医療福祉政策
課 ⑦ 地域福祉ネットワーク

会議設置数
箇所 36 36 100 A

引き続き未設置地区に対しては、地域
福祉コーディネーターが設置支援に取
り組むとともに、設置後の地域課題の
解決を図る運営支援についても行って
いく。

39

地域の実情に応じて対応しているが、
温度差があることは否めないため、引
き続き地域のニーズとのマッチングを
模索して、各地域の実情に応じた支援
を行う。

Ｐ40
地域包括支援
センター ⑧ 介護予防ケアマネジメ

ント件数
件 5,280 8,590 163 AA

要支援認定者及び介護予防・生活支
援サービス事業対象者に対し、介護
支援専門員による介護予防ケアプラ
ンを作成している。

5,280

高齢者の多様なニーズに生活支援の
ニーズに対し、地域の実情に応じた多
様なサービスの提供が求められてお
り、住民主体の支援等の多様なサービ
スや一般介護予防事業の充実を図る。
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Ｐ41
地域包括支援
センター ⑨

把握され介護予防事
業等につなげた人の
数

人 270 286 106 AA
関係機関等からの情報収集により、支
援を必要とする高齢者を把握し、担当
する保健師が介護予防活動等に繋げ
ている。

270

当市には介護予防に資する社会資源
がまだ不足しており、身近な地域で介
護予防に取り組める拠点づくりを進め
ていく。

地域包括支援
センター

運動機能・口腔機能の低下、認知症
の予防の啓発のため、出前講座や介
護予防教室を開催している。

介護予防に関する知識の普及啓発及
び介護予防事業に対する需要が高
まっているため、効果的・効率的な事
業の検討・改善をして参加者を増やし
ていく。

介護高齢福祉
課

社会福祉法人が地域で介護予防教室
等を催し、市民主体の介護予防活動
の取組が行えるよう、普及啓発に努め
ている。

地域での教室開催が参加者の増加に
繋がっている。まだ参加に至っていな
い高齢者を通いの場へ促す方策につ
いて検討し、参加者を増やしていく。

Ｐ42
地域包括支援
センター ⑪ 介護予防グループ 箇所 32 32 100 A

住民主体の介護予防活動を促進する
ため、介護予防リーダー養成講座を開
催している。

36

講座修了後に、地域でうまくグループを
立ち上げ、それを継続できるよう支援し
ているが、グループ立ち上げに至らな
い地域も存在しているため、養成講座
において動機付けを強化していく。

Ｐ42
介護高齢福祉
課 ⑫ 介護予防サロンの数 箇所 13 10 77 B

地域で介護予防を実施してるサロンは
１０箇所あり、それぞれのサロンを前
年度と比較すると開催回数や参加者
数、補助金額は横ばい傾向で、安定し
てきていることがうかがえる。

15

継続的に市民自らが積極的に介護予
防に取り組むことができるように、出前
講座等題材を提供することや、参加者
から会費を徴収し、補助金以外の収入
を得るよう促していくことを提案してい
く。要望があれば、サロン間で情報提
供できる「座談会」の場を設けることを
検討する。引き続き、サロン設置に意
欲的な地域があれば支援を行ってい
く。

Ｐ42
介護高齢福祉
課 ⑬ 配食数 食 42,800 49,655 116 AA

ケアマネや別居親族、民生委員児童
委員からの相談による申請が年々増
えている。周知がなされてきたことがう
かがえる。
登録数209件（H30.3末）

42,500

引き続き事業を推進していく。
長期的な課題として、安否確認を兼ね
た365日昼・夜の配食サービスに対応
できる業者は限定されている。支所ご
とに地域分けをし、業者選定を検索し
ても、同条件で対応できる業者は現在
のところ存在しない。同事業者でなけ
れば対応できない事業ではなく、条件
を緩和するなどして、他事業者が参入
できる条件に変更していくことを検討し
ていく必要がある。

Ｐ43
介護高齢福祉
課 ⑭ 訪問理美容サービス

利用件数
件 55 64 116 AA

要介護状態のため外出することがで
きない高齢者を対象に、理美容店が
自宅に訪問し散髪等を行うことで、高
齢者の生活の向上に繋がっている。

55

市と契約し、利用者宅へ訪問した理美
容店に対して出張料を支払っている
が、市と契約をせずに出張している理
美容店もあるので、自主的に出張する
理容店が増えていけば、事業の廃止を
検討していく。

Ｐ43
介護高齢福祉
課 ⑮ 軽度生活援助サービ

ス事業利用時間
時間 89.0 63.0 71 B

伊賀市シルバー人材センターに業務
委託し、独り暮らし高齢者等が在宅生
活を継続できるよう、「ちょっとした手
助け」（買い物や生活経路の草刈り
等）を行っている。

85.0

シルバー人材センターに事業を委託し
ているが、安全管理や人材不足から
個々のニーズに対応しきれないことが
増えてきた。引き続き、シルバー人材
センターに委託内容や人材派遣につい
て、ニーズに対応いただけるよう協力
を求めていく。

Ｐ41 3,300 3,400118 AA⑩ 3,885
介護予防普及啓発事
業への参加者数

人

2/6



伊賀市第５次高齢者福祉計画・第７期介護保険事業計画(取り組みの現状と課題）     

基本目標 取り組み 頁 所属 番号 指標 単位
2018(平成30)年度

（目標値）
2018(平成30)年度

（実績）
実績/目標値

　％ 評価 これまでの取組み状況
2019(平成31)年度

（目標値）
課題と取り組み

Ｐ43
介護高齢福祉
課 ⑯ 養護老人ホーム入所

者数
人 100 102 102 AA

老人ホーム入所判定委員会の判定に
基づき適正な入所措置を行っている。
平成30年度新規措置者19人

100

高齢化に伴い、独居生活が困難な人
や低所得の高齢者が増え、養護老人
ホームへの入所希望者は増えている。
相談の段階から、他の支援の選択肢
はないか等、福祉関係機関と連携し、
適切な申請及び措置に繋げていく。

（６）住み良いまちづくりの推進 Ｐ45
医療福祉政策
課 ⑰ ユニバーサルデザイ

ン研修会開催回数
回 1 1 100 A

平成３０年１１月２０日（火）に障がい福
祉研修と合同で三重県アンバサダー
の小崎麻莉絵さんをお招きし、ヘルプ
マークについての研修会を開催。
令和２年１月３１日（金）に徳島大学白
山教授をお招きし、市職員ならびに社
会福祉法人の職員を対象に研修会を
開催予定。

1
ユニバーサルデザインの理念の普及
について、市職員のみならず、広く市民
へ周知を行っていく。

Ｐ46
介護高齢福祉
課 ⑱ 福祉有償運送事業補

助金額
千円 11,500 11,065 96 B

福祉有償運送実施事業所（NPO）に対
し運営費助成を行っており、平成30年
度は補助基準の限度額を見直し、運
行回数に応じた運営費助成を行える
よう改正を図った。それにより事業所
の運営状態が少し安定し、公共交通
機関を利用できない移動制約者のた
めの移動手段の確保に取り組むこと
ができている。

11,500

福祉有償運送事業所（NPO）の人材
（運転手）不足が深刻化しており、運行
を継続していくことが困難な状況になっ
てきている。民間の事業所（介護タク
シーや福祉タクシー）は少なく、移動制
約者の移動手段の担い手不足が懸念
される。人材確保のため、何らかの手
法を検討していく。しかし、移動手段は
市全体の問題でもあるため、交通と福
祉の連携について交通政策課と話し合
いをもち、施策を展開していく必要があ
る。

（７）安全・安心のまちづくりの推進 Ｐ47 市民生活課 ⑲
地域安全活動実施回
数（消費者トラブル対
策出前講座）

回 5 5 100 A

H29年度から、市民に広く周知啓発を
行うために出前講座だけでなく街頭啓
発も併せて実施している。消費者トラ
ブルや悪質商法の手法は多様化して
いるため、最新情報も盛り込みながら
啓発を実施している。
平成30年度は、出前講座３回と街頭
啓発２回を行った。

5
出前講座の申込みが増加するよう、周
知や広報の方法を検討する。

Ｐ48
介護高齢福祉
課 ⑳ 緊急通報装置設置台

数
台 230 209 91 B

ボタンを押すと、24時間対応のコール
センターに繋がり、独居の高齢者の安
全確保と不安解消に繋がっている。登
録件数152（H30.3末）

230

独居の高齢者は増えているが、協力員
が確保できない人や電話回線の問題
で利用者が増えていない。同事業を行
う事業所が数カ所あるので、次回の入
札時には仕様の変更を検討していく。

２　いきいきと活動するた
めに
～介護予防と生きがいづ
くり・社会参加の促進

（２）介護予防の推進 Ｐ49 健康推進課 ㉑
忍にん体操普及会に
よる出前講座実施回
数

回 45 37 82 B

出前講座の回数は減少しているが、
多くの市民が忍にん体操に取り組ん
でいる状況である。企業からの依頼等
もあり、幅広い世代の市民が体操に
取り組むきっかけになっている。

46

若い世代の参加が少ないため、今後
は企業等への事業紹介や地域で介護
予防に取り組む住民（介護予防リー
ダー）にも講座を活用してもらう等、安
全かつ効果的に体操ができる環境づく
りに努めていく。

Ｐ50 健康推進課 ㉒ 在宅歯科訪問健康診
査利用者数

人 15 9 60 C
在宅要介護者の希望者を対象に事業
を実施しているが、受診者数は増加し
ていない。

17

肺炎や心疾患予防に効果的である口
腔衛生の重要性の啓発を行う機会が
少なく、制度の認知度も低いと思われ
る。
在宅要介護者に関わるケアマネなどへ
の情報提供を行うなど、利用促進に努
める。
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(３)就労・ボランティア活動の促進 Ｐ51 商工労働課 ㉓ 高齢者職業相談実施
回数

回 22 22 100 A
高齢者の就労機会が広がるように市
内一円で高齢者職業相談を実施して
いる。

22
参加者数が減ってきているので、周知
方法を工夫するなど関係機関と協同し
て実施していく。

Ｐ52 商工労働課 ㉔ 職業相談員による巡
回相談実施回数

回 204 208 102 AA
就労は高齢者にとって収入を得るだけ
でなく生きがいとしても重要であるた
め、職業相談員を設置し、巡回による
相談を実施している。

204
関係機関との連携を強化するととも
に、引き続き巡回相談を実施していく。

(４)生きがい活動の推進 Ｐ53
介護高齢福祉
課 ㉕ 単位老人クラブ数 団体 160 165 103 AA

老人クラブという自主的な組織に、国
と県の補助に加え、伊賀市単独の補
助を行うことで、高齢者の生きがいづ
くりの場や社会貢献などの活動を支援
している。

140

連合会に属する単位クラブ（会員）が減
少している。また、各支部によって、活
動内容に差があるように見受けられる
ため、活動状況等聞き取るなどし、適
正な補助に繋げていく。

３認知症の人を地域で支
え合うために
～認知症施策の推進

(１)地域における支援の充実 Ｐ54
地域包括支援
センター ㉖ 認知症サポーター数 人 5,300 6,377 120 AA

小中学校や高校、さらに、小売店や金
融機関等、認知症の人に応対する機
会の多い職場に出向き認知症サポー
ター養成講座を開催したことで、サ
ポーター数は目標値を大きく上回っ
た。
※実績及び目標値は累計

5,500

認知症サポーターのブラッシュアップの
ための講座の開催が必要である。認知
症サポーターの活用についても検討し
ていく。

Ｐ55
介護高齢福祉
課 ㉗ 認知症研修会実施回

数
回 1 1 100 A

平成30年度は、認知症を発症した当
事者や家族からの発信として、３月17
日に「認知症に関する講演会＆座談
会」を開催した。

1

「認知症の人と家族の会」、「高齢者あ
んしん見守りネットワーク会員」とも連
携し、研修会を開催できるように検討し
ていく。

Ｐ55
地域包括支援
センター ㉘ 認知症カフェ実施箇

所数
箇所 2 4 200 AA

認知症の人や介護家族、地域住民や
専門職等、誰もが参加できるよう、気
軽に集まり、交流できる集いの場を開
設している。

2

交通の便が悪いこともあり、参加者が
固定化している。運営できる人材を育
成し、実施個所を増やすことで、参加
者の増加を図る。

（２）家族に対する支援の充実 Ｐ56
介護高齢福祉
課 ㉙

認知症高齢者家族や
すらぎ支援事業延利
用時間

時間 820 587 72 B

認知症の方をお世話している家族の
外出や休息のため、やすらぎ支援員
の派遣を行った。身体介護はないが、
話し相手や見守りをすることで、家族
のリフレッシュに繋がっている。利用促
進に繋げるため、チラシを作成し居宅
介護支援事業所に配布を計画してい
る。

830

定期利用に訪問することになると、でき
るだけ同じ支援員を派遣したいため、
利用者の希望条件と支援員のマッチン
グが難しい。支援員の確保について、
社協と協議する必要がある。また、利
用者が増えるよう、引き続き周知してい
く。

４　介護が必要となっても
安心して暮らすために
～介護保険事業の充実

（３）市町村特別給付の実施 Ｐ72
介護高齢福祉
課 ㉚

市町村特別給付費
（紙おむつ等介護用
品）

千円 22,940 24,612 107 AA
要介護認定を受け、在宅で生活する
人に対し紙おむつ等購入費の給付を
行っている。財源は65歳以上の第1号
被保険者の保険料。

23,100

在宅介護を推進するために紙おむつ
等介護用品の給付は必要であると考
えるが、対象者が年々増えるため、給
付費もかなり増えている。対象者や上
限額の見直しを視野に、他市の条件等
を参考にしながら要綱等改正を検討し
ていく。

（４）利用者本位のサービス提供の
推進

Ｐ72
介護高齢福祉
課（介護事業
係）

㉛ 介護相談員派遣件数 件 630 562 89 B

介護相談員派遣数には、連絡会議参
加者数を含んでいる。今次今期の計
画策定時に実績に対する目標値が、
1.5倍になっていることについて、目標
の設定に無理があった。

630

介護相談員事業については、令和元
(平成31)年度当初から休止している。
受入施設からの苦情等があり、見直し
の期間としているが、第三者外部評価
として、或いは虐待の早期発見に有効
とされており、保険者として必要な事業
と位置付けている。課題を見直して改
めて事業再開できるようにする。
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基本目標 取り組み 頁 所属 番号 指標 単位
2018(平成30)年度

（目標値）
2018(平成30)年度

（実績）
実績/目標値

　％ 評価 これまでの取組み状況
2019(平成31)年度

（目標値）
課題と取り組み

Ｐ73
介護高齢福祉
課
（介護事業係）

㉜
社会福祉法人等利用
者負担軽減補助金対
象法人数

法人 4 2 50 C

社会福祉法人の社会的役割を鑑み、
介護保険サービスの利用促進を図る
ため、低所得者で特に生計困難な介
護保険被保険者等に対して、介護保
険サービスの利用者負担額の一部を
軽減した場合に、その差額の補助を
行っている。
平成30年度実績　補助実施法人　２件
負担軽減対象利用者　１１名

4

低所得者の負担軽減のために、事業
の継続と、引き続き社会福祉法人に対
し、積極的に低所得者が介護サービス
を利用した場合には、補助金申請を
行ってもらうよう促していく。

Ｐ73
介護高齢福祉
課
（認定調査係）

㉝ 要介護認定の適正化
研修回数

回 13 13 100 A

介護高齢福祉課認定調査係の調査員
に対する訪問調査に係るミーティング
を月１回開催している。加えて、認定
のための訪問調査を委託している事
業所の調査員を対象に、年間で１回
認定調査のための研修会を開催して
いる。

13

公平公正な認定調査のため、ミーティ
ングや研修会を行い、調査スキルの向
上に努めている。調査員により調査結
果に相違がでないよう、今後も引き続
き情報共有や研鑽の機会を設けること
が必要である。

Ｐ73
介護高齢福祉
課
（介護事業係）

㉞ ケアプランの点検事
業所数

事業所 8 8 100 A

事業所１カ所につき１人ケアマネを選
出し、そのケアマネが立てたケアプラ
ンに対し、別の事業所のケアマネが点
検等を行い、そこから適切なケアプラ
ン作成の視点・気づきを促すことで、
互いのレベルアップを図っている。

8

介護給付費等適正化事業として実施し
ている。
ケアプランチエックを受けたケアマネ
が、事業所に他事業所のやり方等を持
ち帰り、事業所内でフィードバックでき
ているかが課題である。それには、今
のチエック方法でいいのか、全体を集
めての手法がいいのか等、ケアマネが
ケアプランチエックの必要性を実感で
きるよう事業内容を検討していく。

Ｐ74
介護高齢福祉
課
（介護事業係）

㉟ 住宅改修の点検件数 件 2 2 100 A

その年度に給付を行った改修の中か
ら抽出して被保険者宅を訪問し、実際
の改修状況を確認し、改修に至るまで
の経緯、使用状況や生活変化の聞き
取りを行っている。

2

介護給付費等適正化事業として実施し
ている。年間スケジュールを立て、定期
的に実施していけるよう調整を行って
いく。

Ｐ74
介護高齢福祉
課
（介護事業係）

㊱ 福祉用具購入・貸与
調査件数

件 2 2 100 A

その年度に給付を行った用具の購入
の中から抽出して被保険者宅を訪問
し、実際の設置状況を確認し、選定に
至るまでの経緯、使用状況や生活変
化の聞き取りを行っている。

2

介護給付費等適正化事業として実施し
ている。年間スケジュールを立て、定期
的に実施していけるよう調整を行って
いく。

Ｐ74
介護高齢福祉
課
（介護事業係）

㊲ 年間介護給付費通知
回数

回 2 2 100 A

介護保険サービスの内容や費用確認
のため、年２回の発送を行っている。
９月発送数：５，４８６通
３月発送数：５，５５８通
９月発送数：５，８７５通　（R1予定）

2
介護給付費等適正化事業として実施し
ている。介護サービス利用者の増加に
より、発送件数は年々増加している。

Ｐ75
地域包括支援
センター ㊳

地域包括支援セン
ターに配置された主
任介護支援専門員が
支援した延回数

回 170 190 112 AA 支援困難事例等に対し、主任介護支
援専門員が指導・助言を行っている。

170

障がい者福祉や生活困窮等、幅広い
知識を持って支援できるよう、介護支
援専門員の後方支援をさらに強化す
る。
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Ｐ75
介護高齢福祉
課
（介護事業係）

㊴
介護従事者・事業所
に対する研修等開催
回数

回 1 2 200 AA

集団指導として、居宅介護支援事業
所へは、訪問介護（生活援助中心型）
の回数が多いケアプランについて、保
険者へプランの提出が義務化された
件や、地域密着型サービス事業所へ
は、ＡＤＬ維持加算等の研修を行った。
（11/7実施）障がい者福祉サービス利
用者の第1号被保険者到達後の介護
保険給付サービスへの移行につい
て、介護支援専門員への研修会を実
施。（3月）

1
医療福祉政策課福祉監査係や地域包
括支援センター等、関係部署との研修
内容の計画打合せや連携を進める。

(５)介護者支援の充実 Ｐ76
介護高齢福祉
課 ㊵ 家族介護教室事業参

加者数
人 200 130 65 C

年々、減少傾向にある家族介護教室
だが、本年度は新たに開催を予定して
いる法人が増えた。

200

開催しても、本人の介護予防教室とは
違い参加者が集まりにくい。参加する
ためには、被介護者の居場所を確保す
ることが必要になり、介護サービス事
業所等への事前予約が難しいことや、
介護者自身が多忙ということが参加者
が集まりにくい原因と考えられる。しか
し、この事業は必要であると考えるた
め、地域に呼び掛ける等して、参加者
の増加を目指す。

Ｐ76
介護高齢福祉
課 ㊶ 家族介護者交流事業

参加者数
人 40 35 88 B

平成30年度はグラウンドゴルフ大会と
日帰りリフレッシュ旅行を開催した。
（参加者延69人）
連絡協議会内で検討した結果、交流
事業は以下の理由で平成31年度から
休止となった。
①後継者不足による支部の減少（１支
部解散、１支部休止）
②会員が高齢・固定化し、新会員の参
入がない。
③甲賀市家族介護者との交流事業の
廃止（甲賀市からの申し出）

40

会員を確保することが難しく、また活動
する時間が確保できない等の理由から
休止となっている。地域なら、会員同士
の状況が把握し易く、日程調整が可能
ということで、４支部がそれぞれ地域で
「介護者の会」を継続している。休止中
の支部が活動を再開し、各支部から連
絡協議会を再開する要望があれば、事
業を支援する方向で検討する。

◇達成率について　～６段階評価（達成率）～ 集計　
AA 計画の内容を100％を超えて実施 14
A 計画の内容を100％実施 12
Ｂ 計画の内容を70％以上100％未満実施 10
Ｃ 計画の内容を50％以上70％未満実施 4
Ｄ 計画の内容を50％未満実施 1
E 計画の内容を未実施 0
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